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日本政府の説明
　「防衛白書」（平成１９年版）１は、「９．１１」以降、国際社会
は、「テロとの闘い」を続けており、「米国をはじめとする各国
は、アルカイダやタリバーン勢力の掃討作戦（「不朽の自由
作戦」（ＯＥＦ））を実施している」とし、その一環として、「テロ
リストや武器弾薬、麻薬などの海上を経由した移動を阻
止、抑止するため、インド洋において海上阻止活動（ＯＥＦ
－ＭＩＯ）が行われており、現在、欧米諸国やパキスタンなど
の艦艇が活動している」と状況を説明している。これに対
し、日本は、対テロ特措法に基づき、海上自衛隊の補給艦
を派遣し、海上阻止作戦２を行っている艦艇（これまでに１
１ヶ国）に燃料補給を実施している。
　ＯＥＦ－ＭＩＯに関わる艦艇は、「不審な船などに対する無
線照会や乗船検査を行い、大量の麻薬や小銃・携帯用対
戦車ロケットなどを発見・押収するなどの成果を上げてい
る」（「防衛白書」）という。外務省の文書３によれば、ＯＥＦ－
ＭＩＯは、船舶の立入検査１万１千回、無線照会１３万７千回を
実施してきた。その中で、特別な成果として、１）ダウ船４に対
する立入検査で、大麻約４２００ポンドを押収（２００５年５月）、
２）ダウ船への立入検査で、銃５５０丁と弾薬を押収（２００４年
５月）などをあげている。また最近、「産経新聞」５は、日米軍
事筋の情報として、ＭＩＯによって、これまでに８件、海賊など

を摘発・拘束し、麻薬、武器・弾薬が押収されたと報じて
いるが、この中に、アルカイダやタリバーンは含まれていな
いともしている。

ＯＥＦ－ＭＩＯは多国籍作戦の一部
　ＯＥＦ－ＭＩＯには、現在、米、英、仏、独、パキスタン、カナ
ダ、ニュージーランド、そして日本の８ヶ国、１７隻の艦船が
参加している。外務省によれば、フリゲート艦１１隻、補給艦
６隻で、うち補給艦２隻は食糧などの補給用で、燃料補給
ができるのは４隻ということになる。そのうちの１隻が日本の
補給艦である。問題は、日本が補給活動をしている相手

　１１月１日に期限切れとなる「対テロ特措法」に代わって政府が提案する「新法案」は、「海上阻止行動」
に目的を限定して給油活動の継続を目指すものである。しかし、今必要なことは、「対テロ特措法」の下
で海上自衛隊がおこなってきた行動の実態と問題点を明らかにし、その教訓を新法議論の出発点に据
えることである。公式文書の分析によって浮かび上がるのは、自衛隊が、インド洋、アラビア海、ペルシャ
湾という広大な海域を作戦範囲とする多国籍作戦の都合で、いかようにも目的を変えうる作戦に従事し
ていたのではないかという疑惑である。

海自と３つのＣＴＦ（合同任務部隊）―
「燃料流用」は構造化されている？

「新法」国会議論で問われる政府の説明責任

「給油新法」でも解決しない
今やＯＥＦが国際法違反
米核弾頭の管理の緩み
核疑惑：デンマークの教訓 第３回
核軍縮決議：外務大臣に申し入れ
【連載】被爆地の一角から（２３）
米国の核軍縮政策は本物か 土山秀夫
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の艦船が、次にどのような作戦行動をしているのかである。
それを把握するためには、ＯＥＦ－ＭＩＯが、ＯＥＦの中心を担
う米英の作戦とどのような関係にあるのかを吟味明らかに
しなければならない。　
　「テロとの闘い」を進めるために、現在、米軍はインド洋か
らペルシャ湾にかけて、３つの多国籍の合同任務部隊（ＣＴ
Ｆ＝Combined Task Force）を構成し、それらを連携させ
ながら、全体としての作戦体制をとっている。日本政府は、
これらＣＴＦの動きと自衛隊の給油活動との関係を明らかに
していない。防衛白書や外務省文書などには、ＣＴＦに触れ
た部分は見あたらない。
　米英軍の定義によれば、現在、この地域には次の３つの
ＣＴＦが存在し、各ＣＴＦの司令部は中央軍の指揮下にあ
る。すなわち、そのすべてに参加する米英軍にとっては、こ
れら３つは相互に密接に関係した一つながりの合同部隊で
ある。
　ＣＴＦ１５０：ＯＥＦが始まった頃（２００１年１１月頃）に海上安
全保障作戦の一環として作られ、米、英、仏、蘭、独、パキス
タンによって指揮されてきた。責任区域は、アデン湾、オ
マーン湾、アラビア海、紅海、及び、インド洋であり、この海域
は、極東からヨーロッパ、及び米国までのメイン航路を含む
世界貿易の大動脈である。
　ＣＴＦ１５２：イラク戦争後の２００４年３月に設立された。責任
区域は、ペルシャ湾の中央部、及び南部海域である。米軍
が指揮をとり、ＯＥＦ、ＯＩＦ（イラクの自由作戦）の両方への支
援を目的として活動する。現在は、空母ニミッツが指揮を
とっている。
　ＣＴＦ１５８：ペルシャ湾の北部の狭い海域を責任区域とし
て、バスラ沖のイラクの油田保護のための監視やイラク軍
の訓練などを任務とする。参加国は、米、英、豪。
　３つのＣＴＦには、米、英、豪、仏、独、伊，パキスタンなど４

５隻が関わり、２５０万平方マイル（６５０万平
方キロ）という広大な海域をカバーしてい
る。
　米第５艦隊６、英海軍７などの情報を元
に、それぞれの作戦区域を示す地図を作
成した。ＣＴＦ１５８の作戦区域は、イギリス
海軍のウェブに緯度・経度や地図が一部
記されており、それを元に境界を推定し
た。他の２つは、緯度、経度などの具体的
な指定は不明であるが、責任海域名か
ら、大方推定した。ＣＴＦ１５０は、実質的に
米第５艦隊の責任区域と重なっており、そ
の作戦区域の東限はパキスタンとインド
の国境の経度、南限はケニアとタンザニア
の国境の緯度となる広大な海域である。

米軍は、現在イラク、アフガン、イラン
をにらんでいる
　日本政府は、自衛艦が補給するのはＯ
ＥＦ－ＭＩＯであり、その活動領域は、オ
マーン湾より東側のアラビア海、アデン湾、
インド洋などで、麻薬や武器などの輸送を
阻止・抑止する活動に限定されていると

説明している。この区域は、先に見たＣＴＦ１５０の作戦区域
と一致しており、政府の説明は自衛隊は実質的にＣＴＦ１５０
と行動をともにしていることを意味している。しかし、現実は
どうであろうか？
　２００１年からの経過を概括的に見ると、この６年間は大きく
３つの時期に分けることができる。
（１） アフガニスタンへの攻撃作戦が大規模に展開されて
いた時期（２００１年１０月から２００２年１月）。
（２） イラク戦争の準備と戦闘の時期（２００２年末から２００３
年５月）。
（３） イラクとアフガニスタンの反乱鎮圧作戦にイラン情勢
の緊迫が加わった時期（２００３年６月以降から現在まで）
　それぞれの時期に在日米海軍がどのように関与してき
たかを具体的事例で見ておこう。
　（１）における空母キティホーク部隊の動きを振り返ろう。２
００１年１０月１日、空母キティホーク、駆逐艦カーチス・ウィル
バー、フリゲート艦ゲアリーは横須賀を出港し、７日、マラッ
カ海峡を経て、アラビア海に向かった。このとき、艦載機の
大部分は厚木に残したままで、空母に艦載機はいなかっ
た。キティホークは１２月上旬までアラビア海でアフガニスタ
ン攻撃をする特殊部隊の洋上基地として活動した。この時
期に、同海域にいた補給艦「はまな」が、空母に給油した可
能性が高いが、これは、容認するわけではないが「対テロ
特措法」の範囲内といえる。
　（２）の時期においては、２００３年１月２３日、キティホークが
横須賀を出港、２月２６日にはペルシャ湾に入り、イラク南方
監視作戦（ＯＳＷ）に関わった。このとき自衛隊の「ときわ」か
ら８０万ガロンの燃料が米補給艦｢ペコス｣を介して、キティ
ホークとカウペンスに提供され、そのときキティホークらの任
務にはＯＥＦが含まれていなかったことは本誌２８８号で詳細
に論じた。
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　「対テロ特措法」延長問題を巡る国会論戦が始まろうとし
ている。自衛隊が提供した燃料がイラク作戦に流用されたと
いう事実の究明が重要な論点であることに疑問の余地はな
い。だが、それとともに求められるのは、特措法が支援してき
た「不朽の自由作戦」（ＯＥＦ）の合法性・正当性と、それと密
接不可分の関係にある日本の協力支援活動の役割と意味
を、国際法の支配という原則に照らしてつぶさに検証するこ
とである。

１．武力行使そのものの違法性
　「９．１１攻撃」から３日後の９月１４日、米議会は「合衆国に対
して加えられた最近の攻撃の責任を負う者に対して、合衆国
軍隊を使用することを認可するための合同決議」１を圧倒的
多数の賛成で採択した（反対票を投じたのは民主党のバー
バラ・リー上院議員ただ一人であった）、決議は７３年の戦争
権限決議に基づき、大統領に武力使用を認可した。つまり、
「（９月１１日の）テロ攻撃を計画し、認可し、実行しまたは援助
したと大統領が決定する国家、組織または個人」に対する戦

争に突入すると宣言した。決議では戦争の相手は特定され
ていない。「大統領が決定」さえすれば、どのいかなる国家、
組織をも相手どって「合衆国に対するさらなる国際テロ行為
を予防するため（強調は筆者）」の武力行使を宣言したので
ある。
　こうして１０月７日のアフガニスタン空爆によってＯＥＦが開
始されたのだが、これを明示的に承認した国連決議は存在
しないことは本誌前号で述べたとおりである。米国は、０１年１
０月７日、ジョン・Ｄ・ネグロポンテ米国連大使（当時）が国連安
保理議長に送った事後通告の書簡２が、開戦の法的根拠で
あると主張してきた。同書簡は、９月１４日の決議からさらに踏
み込んで、（９．１１攻撃の実行者は）「タリバン政権に支援され
たアルカイダであるという明確で動かし難い情報を我が国は
入手している」、「アルカイダはアフガニスタン領土において、
テロリストを訓練・支援して無辜の市民の殺戮をつづけてい
る」と断定し、「個別的、集団的自衛の固有の権利に合致し
て、米軍は合衆国に対する更なる攻撃を抑止し、予防するよ
う設計された軍事行動（強調は筆者）を開始した」と一方的に
通告したものである。
　これに対するアナン国連事務総長（当時）の答えが、むし
ろ「平和的解決」のための集団的取り組みを求めるもので
あったことも前号に書いたとおりである。国連総会での１０月５
日の討議では、多くの国が具体的事実関係の認定と平和的
解決を訴えていた。安保理もテロ資産凍結を決議（９月２８日
決議１３７３）など具体的な行動を開始していた。ＯＥＦはこのよ
うな努力に背を向けて始まった。
　この経緯から浮かび上がるのは、ＯＥＦが、長い歴史の中で
積み重ねられてきた国際法の諸原則に対する重大な違反・
抵触であるという事実である。
（１）国連決議なき武力行使：ネグロポンテ書簡は、事後通知

再論：

「不朽の自由作戦」
そのものが国際法
違反である

　（３）の時期においては、３隻の揚陸艦エセックス、ハー
パーズ・フェリー、ジュノーが、２００４年８月に母港の佐世保
を出港し、沖縄で３１ＭＥＵ（海兵遠征部隊）を載せ、ペル
シャ湾で上陸作戦プラットホームとして展開し、イラク占領
作戦に関わり、２００５年２月ごろ３１ＭＥＵが帰還準備を開始
するまで、同任務を遂行した。
　０４年８月１３日、沖縄国際大学にヘリコプター（ＣＨ-53）が
墜落した事故は、この準備中に起きたものである。事故から
１週間もたたない１９日に、エセックスは、事故機と同型のヘ
リを搭載してアラビア海に向け移動した。内陸にあるアフガ
ニスタンから揚陸艦隊に海兵隊を収容するために戦闘車
両や武器などの重量機材を運搬できる大型ヘリは欠かす
ことの出来ない輸送手段であった。この３隻は、２００５年２月
一杯、ペルシャ湾からアデン湾、インド洋などで作戦に関わ
り、特殊部隊の洋上基地として活動したと伝えられる。この
とき、自衛隊の補給艦が、直接、間接に３隻に燃料を補給し
ていた可能性が高い。「朝日新聞」８によると、０５年当時、
ジュノー艦長であった人物は、アデン湾などで海自の補給
艦から３回にわたって燃料、食料の補給を受けたと証言し
ている。この時期には、既にＣＴＦ１５２が作られており、ジュ
ノーは、ＣＴＦ１５２と１５０の双方に関わっていたものと推測さ
れる。

｢燃料流用｣は偶然ではなく、構造的なもの
　（１）、（２）、（３）以上の３例は、米軍を巡る情勢が大きく変
動すると、それに応じて米軍は柔軟に作戦態様を変化さ
せ、船の任務も変えていることを示している。米軍などで
構成するＣＴＦの編成や任務は状況に応じて変動してい
る。他方で、自衛隊の補給活動は、テロ特措法の実施とい
う単一の目的をもち続けて、同じ海域で同じ作戦を続けて
いると日本政府は説明している。このような状況の中で
は、余程の厳密な運用方針が外交公約として存在し、そ
れが作戦部隊にまで徹底していない限り、本誌２８８号で指
摘したような「流用問題」が発生してもおかしくない。日米
双方の艦船の航海日誌などを分析すれば、さらに多くの
事例が浮かびあがる可能性がある。
　前述のようにＣＴＦ１５０と隣接した区域で行動しているＣ
ＴＦ１５２は、イラク、アフガン双方の作戦を任務とし、米軍が
指揮をとっている。こう見ていくと、イラク戦争当時と同様
に、イラク、アフガンの作戦が混然一体としている点は、現
在も変らない。ニミッツやエンタープライズ空母攻撃団など
の米軍艦は現在、ＣＴＦ１５２の一員としてとして、ペルシャ
湾の作戦海域で「対テロ」、「対イラク」作戦を同時に実施
している９。すでに「対イラン」作戦が加わっている可能性

⇒１０ページへ
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に過ぎない。ＯＥＦは一度も国連によって承認されていな
い。

（２）国連憲章の拡大解釈：国連憲章第５１条が認める「個別
的、集団的自衛権行使」は、あくまでも緊急避難的な暫定
措置であって、これをもって６年以上にも及ぶＯＥＦを正当
化することはできない。

（３）テロ攻撃は「戦争」か？：「開戦に関する条約」（１９０７年）に
よれば、「国家による戦争の意思表示」（宣戦布告）が「戦
争」の要件となる。その要件を満たしていない「９．１１攻撃」
は、戦争ではなく「事件」と見なすべきであり、その対処も国
際的警察権に委ねられるべきである。０１年９月１２日の安保
理決議１３６８が、「実行犯と組織及び後援者」を「法に照らし
て処断することに協力して取り組む」ことを宣言したのはそ
のことを指している。

（４）平和的解決の放棄：国連憲章第３３条（平和的解決の義
務）は、紛争当事者に、「まず第一に交渉、審査、仲介（略）、
司法的解決、地域的機関又は地域的取極の利用その他
当時者が選ぶ平和的手段による解決を求めなければなら
ない」と義務付けている。ＯＥＦはそのような努力を放棄して
開始された。

（５）報復戦争：米議会の「軍事力使用認可決議」の基調に
は、言葉にこそ表れないが「テロ攻撃への＜報復＞」があ
る。国際法はこのような「復仇」を禁止している。（１９２８年「パ
リ不戦条約」、１９７０年「友好関係宣言」３等）

（６）予防戦争：前記の引用中の強調部分、すなわち「予防の
ための軍事行動」を自衛権の一部とする考えは後の対イラ
ク開戦の論拠ともなった。しかしこの主張はも国際法によっ
て否定されている。（１９４５年・ニュルンベルグ裁判等）。

（７）体制変更戦争：米議会決議もネグロポンテ書簡も、論理
的には、タリバン政権の打倒、アルカイダの殲滅まで戦争に
終わりはないと宣言したに等しい。事実、事態はそのように
推移し、タリバン政権の打倒と多国籍軍によるアフガニスタ
ン占領にいたった。これは、武力による威嚇、行使を「いか
なる国の領土保全又は政治的独立に対するものも」慎まな
ければならないとした国連憲章第２条４項への違反である。

２．戦時人道法から見た違法性
　ＯＥＦの国際法違反は、具体的な作戦の展開においても明
らかである。
　初期の「戦果」の一端を米海軍は次のように誇っている。
「空母ケネディの艦載機は４ヶ月の作戦で６万４０００ポンドの爆
弾を投下した」、「空母エンタープライズの艦載機は、３週間で
７００回の攻撃任務を遂行した」４。１０月に艦載機を積まずに横
須賀を発った空母キティホークは、海兵隊や陸軍特殊部隊の
洋上基地という任務に１２月下旬まで従事した。特殊部隊の
任務には、索敵や、攻撃目標の特定、精密誘導兵器の誘導
が含まれていた。ディジー･カッターや燃料気化爆弾、クラス
ター爆弾などの無差別残虐兵器も使われた。精密誘導兵器
攻撃も多くの「誤爆」を生んだ。対人地雷も使われた。ここには
米軍が新たに敷設したものの他、「対人地雷禁止条約」（９９
年発効）に従い、アフガニスタン政府が進めていた撤去活動
を停止して利用された旧ソ連軍の地雷が含まれる。民間人
の死者に関する公式の情報はないが、後に「イラク・ボディ・カ
ウント」を立ち上げたニュー・ハンプシャー大学のマーク・ヘロ

ルド教授は、０１年１０月から０２年３月の間に限っても３０００～３５
００人が犠牲になったと推計している５。
　ＮＧＯ「人権ウォッチ」の調べでは、米軍は０１年１０月から０２
年３月までの間に１，２２８発のクラスター爆弾を投下した。それ
らには計２４万８，０５６発の子爆弾が含まれている５。また、数名
のテロリスト容疑者を捕捉するために、村落を丸ごと攻撃す
るような無差別・過剰攻撃によって１０００人以上の住民が巻き
添えで死んだとも「人権ウォッチ」は告発している６。
　これらの事実は以下のように戦時人道法への違反である。
（１）均等性の原則への違反：戦時人道法は武力行使そのも
のを禁止していないが、攻撃の目的・利益と被害の間には
バランスが取られていなければならない。上記のような大
規模な集中攻撃と甚大な被害はその原則を大きく逸脱す
る。

（２）無差別攻撃
（３）過度な苦痛を与える攻撃
　これらは、ジュネーブ第4条約（文民条約）７及び同条約第
１追加議定書８、第２追加議定書９の諸条項への違反であ
る。
　さらに、拘束した容疑者に対して米国が「ジュネーブ第３条
約」や「拷問禁止条約」に違反する非人道的扱い、虐待を繰
り返していることは、前号のバイヤース教授の講演録のとおり
である。

３．国際法違反を支援、幇助した日本
　これらの国際法違反に、海上給油活動に従事していた日
本は直接手を染めたわけではない。しかし、日本政府が給油
活動の重要性を強調すればするほど、日本がこれらの違反
に加担、幇助してきたという事実は動かし難いものになる。
「国連中心主義」を外交の基軸としてきた日本が、国連の意
志に反してはじめられ、戦時人道法を犯して遂行されている
戦争を支えてきたし、現在も支えているのである。これは日本
の外交史上大きな汚点となるであろう。政府がそれを否定す
るならば、国民に対して説明責任を果たすべきである。（田巻
一彦）
　

注
１　全訳は本誌第１４８号（０１年１０月１日）。
２　www.un.org/Depts/dhl/から文書番号（Ｓ/2001/946）で検索で
きる。
３　「国際連合憲章にしたがった諸国家間の友好関係と協力に関
する国際法の諸原則に関する宣言」（１９７０年１０月２４日国連総会
決議２６２５・付属書）
４　www.historycentral.com/NAVY/
５　www.cursor.org/stories/civilian_deaths.htm

６　「致命的損傷―アフガニスタンにおける米国のクラスター爆弾
の使用」（２００２年）。hrw.org/reports/2002/us-afghanistan/
index.htm
７　報告書「アフガニスタンの米軍による『不朽の自由』の陵辱」（２
００４年）　hrw.org/reports/2004/afghanistan0304/index.htm
８　戦時における文民の保護に関する１９４９年８月１２日のジュネーブ
条約
９　国際的武力紛争の犠牲者の保護に関し、１９４９年８月１２日のジュ
ネーブ諸条約に追加される議定書。
１０　非国際的武力紛争の犠牲者の保護に関し、１９４９年８月１２日の
ジュネーブ諸条約に追加される議定書。
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　９月５日付「ミリタリー・タイムズ」にマイケル・ホフマン記者に
よる空恐ろしいできごとの報告が掲載された１。８月３０日、６発の
核弾頭がＢ－５２戦略爆撃機に誤って搭載されたまま、マイノッ
ト空軍基地（ノースダコタ州）からバークスデール空軍基地（ル
イジアナ州）まで空輸されていたというのである。ちなみに、こ
の弾頭は１発で広島型の１０倍の威力を有しており、６発なら６０
発分に相当する。核兵器事故の５分類２の一つである“ベント・
スピア”が起こったのである。米空軍は事実を隠していたが、
関係者による匿名での通報によって明らかになった。

何が起こったのか？　
　元 の々計画は、空中発射巡航ミサイル（ＡＣＭ）４００発を廃棄
する国防総省の業務の一環として、Ｂ－５２の翼に装備した非
核のＡＣＭをバークスデール基地に輸送することであった。そ
の飛行機がバークスデールに着陸するまでの約３時間半にわ
たる飛行の間、６個のミサイルが核弾頭を誤って装着していた
ことが判明したのである。このミサイルは、爆発威力５～１５０キ
ロトンの核弾頭Ｗ８０－１をもち、Ｂ－５２戦略爆撃機によって運搬
される。
　「ワシントン・ポスト」３によると経緯は次のようなものである。
　８月２９日、午前９時過ぎ、空軍兵が、兵器の廃棄のために未
配備の巡航ミサイルを選ぶため、マイノット基地の芝でおおわ
れたバンカーに入った。１２本の円筒形の容器を取り出し、待機
するＢ－５２爆撃機に運んだ。約８時間かけて、左右の翼に６個
づつ取り付けた。検査官は、左の６個が核弾頭をつけたままで
あることを見逃した。
　午後５時１２分、翼への装着が完了した。航空機は、特別の警
戒態勢もないまま、実に１５時間にわたり基地内に放置された。
翌朝、１１時２３分、Ｂ－５２はバークスデール基地に到着した。乗
員は、昼食のため機から離れ、さらに夜８時３０分まで、約９時間
放置された。８時４５分、ミサイルを切り離す地上整備員が来て、
初めて異常を発見する。監督官が厳密に精査して、核弾頭が
装備されている事態を特定したのは午後１０時であった。ミサ
イルが、マイノット基地で弾薬庫から取り出されてから、実に３
６時間以上が経過している。この間、６発の核弾頭は、空軍の管
理体制から抜け落ちていたことになる。

緩んだ管理を露呈
　これらの段階のどこかで、何度も誤りに気づくべきチャンスが
あったはずである。冒頭の「ミリタリー・タイムズ」記事によれば、
「核弾頭を装填された全てのＡＣＭに、他と区別するための明
白な赤い印がある」。また「核弾頭を持つＡＣＭは、核のないミ
サイルより著しく重い」などの特徴に誰も気づかなかったことに
なる。
　事態を知って、ルイジアナの空軍担当官は、即座に国家軍

事指令センターに通報した。ブッシュ大統領は、即座に警告を
発し、国防長官ロバート・ゲイツは、毎日の概況説明を空軍米
陸空軍参謀総長長官マイケル・モズリーに依頼した。
　トーマス空軍スポークスマンによれば、「輸送は安全に行な
われ、そして、空軍では、武器は常に保護、コントロールされて
いるので、米国の大衆に対しては、いかなる危険もなかった」
（前記「ミリタリー・タイムズ」）としているが、専門家はより深刻に
受け止めている。
　米国で核弾頭が爆撃機によって空輸されていたことを市民
が知ることになったのは１９６８年以来、ほぼ４０年ぶりのことであ
る。米科学者連盟（ＦＡＳ）核情報プロジェクト代表のハンス・ク
リステンセン４によると、１９６１年から１９６８年にかけて空中警戒計
画が継続されたが、１９６８年１月２１日、核弾頭を搭載したＢ－５
２がグリーンランドに墜落した事故を契機に突然、方針が変更
され、以来、核弾頭を搭載したままの飛行は許されなくなった５。
　さらに核兵器専門家は、６個の核弾頭に対する指揮・統制
が、今回のような誤りの発生をいとも簡単に許してしまう現実に
ショックを受けたと話している。クリステンセンは、「Ｂ－５２に知
らずに搭載された弾頭に対する多数の安全性チェック、及び
警告が素通りされ、もしくは完全に無視されたはずである」と述
べている。国防総省は、一つ一つの核弾頭を監視するために
コンピュータ化された追跡プログラムを使用している。Ｂ－５２に
搭載する６発の弾頭に対して、弾薬庫から持ち出すことを記録
した上で、爆撃機へ移送せねばならない。その時には、飛行機
に弾頭を搭載するために行われるべき念入りな安全調査があ
る。それらが無視されていたに違いないというわけである。
　Ｂ－５２が墜落したとしても、核爆発の危険は少ないと考えら
れる。しかし、墜落し、弾頭の高性能爆薬に点火すれば、おそ
らくはプルトニウムの漏洩を引き起こすであろう。幸い航空機は
事故を起こすことがなく、事なきを得たが、今回のできごとは、
米国の核兵器の管理態勢に緩みが出ていることを象徴する
できごとであり、深刻に受け止めるべき問題である。（湯浅一
郎）

注

１　w w w . a r m y t i m e s . c o m / n e w s / 2 0 0 7 / 0 9 /
airforce_nuclear_warhead_070905/
２ 梅林宏道著「隠された核事故」（創史社）。米国防総省は、核事
故をニューク・クラッシュ（核の閃光）、ブロークン・アロー（折れた
矢）、ベント・スピア（曲がった槍）、ダル・ソード（切れない剣）、そし
てフェイデッド・ジャイアント（萎えた巨人）という５つのコード名で分
類している。ベント・スピアは、核兵器についての重大事件、もしくは
未然の事件で、はじめの二つ以外のものをさす。
３　「ワシントンポスト」、２００７年９月２３日。
４ ハンス・クリステンセン、www.nukestrat.com
５　この経過は、本誌連載「核疑惑の精算・デンマークの教訓」（梅林
宏道、大滝正明、２８８号（０７年８月１５日）より連載）を参照。

”ベント・スピア”（曲がった槍）発生
米空軍が６発の核弾頭を誤って装着したまま空輸

●Ｍ
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連載 核疑惑の精算：デンマークの教訓

Ⅲ　Ｈ・Ｃ・ハンセン文書
─首相が核持ち込みを暗に容認

梅林宏道、大滝正明

これまでの連載
Ⅰ　問題意識と発端─ツーレ事故とタイコンデ
ロガ事故（２８５号）
Ⅱ　デンマーク政府の決断─半独立機関に
解明を委託（２８８号）

ハンセン文書を公開
　前号に記したように、政府の委託を受けたデンマーク国
際問題研究所（ＤＵＰＩ）は、９７年１月にいわゆる「ツーレ白
書」を提出した。
　「ツーレ白書」が解明しようとした一つの重要な点は、デ
ンマーク政府内の非核政策の取り扱いが、冷戦下でどの
ような意思決定プロセスを経て行われてきたかという点で
あった。
　この点を論じるのに、決定的に重要な位置を占めるの
が「Ｈ・Ｃ・ハンセン文書」と呼ばれるものである。その存在
は、前号に書いたように９５年６月２９日に政府によってデン
マーク議会に対して提出された報告書の中で明らかにさ
れていたものである。議会への報告書の中で、デンマーク
政府はハンセン文書がアメリカに核兵器持ち込みを許し
た元凶であると位置づけた。
　「ツーレ白書」は、初めてその全文を公開した。資料とし
て「Ｈ・Ｃ・ハンセン文書」の画像とその全訳を7ページに掲
げた。それは、１９５７年１１月１６日にデンマーク首相Ｈ・Ｃハン
センから米国大使バル・ピーターソンに宛てた非公式メッ
セージである。
　「ハンセン文書」において、Ｈ・Ｃ・ハンセンは、米国が「特
殊弾薬の備蓄を置く可能性」という表現で米国の核兵器
持ち込み問題を話題としながら、具体的提案がないという
理由で、米国からのいかなる質問に答えることも慎重に避
けている。そして、１９５１年のグリーンランドに関する協定の
解釈について、「備蓄品を貯蔵し、地区の防護に備える等
の権利」、「資材、備蓄品等の検査なしの持ち込みの自由」
という米国の立場を一般論として確認している。このように
して、Ｈ・Ｃ・ハンセンは米国が核兵器の配備についても協
定上の合意があるという立場をとることを可能にした。

「ハンセン文書」に至る経緯
　第１回（２８５号）で書いたように、デンマークの非核政策

が定式化したのは１９５７年であった。社会民主党は、１９５７年
５月の議会選挙前の運動期間中にデンマークへの核兵器
配備に強力に反対していた。そして５月末の選挙後、米国
の核兵器配備の申し出があっても受け入れを拒否するこ
とが、社会民主党、急進左翼党、および正義連合間で合意
として書面化され、これが連立政権の基盤となった。首相
兼外相Ｈ・Ｃ・ハンセンは、議会において新政府の政策発表
をしたときに、「現状において」という但し書き付きながら、核
配備の申し出を拒絶すと述べた。その背景には、ソ連から
の脅迫めいた警告があったことを見逃すことができない。
選挙前の５７年３月にデンマークが米国の通常弾頭のナイ
キおよびオネスト・ジョンの両ミサイルの配備を原則的に受
け入れたとき、ソビエト連邦首相ブルガーニンから「デン
マークほどの小国が外国勢力の基地を設置する可能性を
許すことは核戦争勃発のときは自殺行為となる」との書簡
が届いていたのである。書簡には、グリーンランドが米国の
軍事基地となっているとも述べていた。
　このように、デンマークの反核政策の基盤にある発想は、
同国がソ連にきわめて近接した位置にあるという地理的な
条件の考慮である。東西間の戦争が勃発した場合に、ソ連
に近接するデンマークは緒戦で東側の核兵器によって壊
滅的打撃を受けることを恐怖していたのである。この点で、
被爆国である日本の非核政策とは発想を異にしているこ
とに注意したい。
　一方、米国では米国務省と国防総省が５７年６月２１日以
来、デンマークへの核兵器配備について内部協議を重ね
ていた。この時点では米国政府は、５１年のグリーンランド防
衛協定は緩やかなもので核兵器の配備・貯蔵を許容する
という見解を抱いていたと思われる。そして、問題のポイン
トは、核兵器配備の容認をデンマークに尋ねることが賢明
かどうかであった。コペンハーゲン駐在のバル・ピーターソ
ン大使は、「尋ねるべきである」と両省に助言した。米政府
は結局ピーターソン大使が示唆した方法に従うことに決定
し、ピーターソン米大使自身がデンマーク首相と接触する
ことになった。
  １９５７年１１月１３日および１８日に、デンマーク首相Ｈ・Ｃ・ハ
ンセンは米国大使バル・ピーターソンの訪問を受け、会談
が行われた。２人の会談の記録は米国の文書に記録され
ている。それによれば、デンマーク首相は「厳密に個人的な
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意味で」この問題についてノートを取り、その他に何のコメ
ントもなさなかった。米国務省は、核配備を行ってもよいとの
示唆を受けたと結論付けた。米大使は、また、首相はこの問
題について現在も今後も一切公表しないと言う固い決意を
抱いていると報告している。
　デンマーク側には会見に関する議事録もそれに類する
書類も存在していない。このできごとについて唯一知られ
ている同時代のデンマーク側の文書は、外務事務次官ニ
ルス・スベニングセンが手書した覚書だけであり、「米国大
使バル・ピーターソンに対するＨ・Ｃ・ハンセンからの（非公
式の）メッセージ」と題されており、日付は１９５７年１１月１６日
だった。これが、１９９５年に公表され、注目を集めた、「Ｈ・Ｃ・
ハンセン書簡」または「Ｈ・Ｃ・ハンセン文書」と呼ばれるもの
である。それは２つのコピーのうちの１つであるが、もう一方
は米国大使に手渡されたのだが米国の公文書館では発
見されなかった。

隠然たる波紋
　「Ｈ・Ｃ・ハンセン文書」が起草された正確な状況は、きわ
めて不明な点が多い一方、この書類がどのように理解さ
れ、何をもたらしかかについては、多くの証拠がある。
  １９５７年１２月のＮＡＴＯ首脳会談でデンマークは米国の核
兵器配備を拒絶する政策を掲げていることで批判されると
予測されていたのであるが、ダレス米国務長官は、デン
マーク首相に個人的な謝意を表明した。「グリーンランドに

おける米国の立場について手助けとなる措置」がとられた
からである。核兵器の配備は翌年から始まった。
  ダレス国務長官の謝意を述べた機密指定の「覚え書
き」１は以下のようなものであった。

シャイロ宮殿、パリ
1957年12月18日午前9時30分
デンマーク首相ハンセンとの会話の覚書
　グリーンランドにおける米国の立場について手助け
となる措置が講じられたことについて、私はハンセン氏
に謝意を表した。彼もわたしに感謝の意を述べた。し
かし、同時に、彼によれば、コペンハーゲンのわが国の
大使および国務省のジョーンズ氏がデンマークが不
十分な防衛努力しかしていないと批判したことに不快
の念を表した。彼は、そのような非難は1回で十分であ
り、ジョーンズ氏による2回目の非難はくどいと思うと
言った。
　ジョン・フォスター・ダレス

　デンマーク国内において、「ハンセン文書」が、どのよう
な痕跡を残したかは次回に述べる。

注
１　 「ツーレ白書」第２巻、３０３ページ。

資料

デンマーク首相H・C・ハンセンから
米国大使バル・ピーターソンに宛てた
非公式メッセージ
（デンマーク政府公文書。１９５７年１１月１６日）

　数日前にここを訪れたとき、貴職はグリーンランドの防衛
区域に特殊弾薬の備蓄を置く可能性について発言されま
した。
　小職は、貴国政府はこの件について何も問題はないと
考えておられると推察します。なぜならば、貴国政府の意
見では、この件は１９５１年４月２７日の協定に含まれているか
らです。協定は次のように述べています。

　両国政府は、グリーンランドにおける責任を遂行するの
に必要あるいは適切な措置を取る。
　また、
　米国政府はその備蓄品を貯蔵し、地区の防護に備える
等の権利を与えられる。
　また、
　すべての資材、備蓄品等はグリーンランドに検査なしで
持ち込まれることを許される。

　貴職はこのような貯蔵の可能性に関して具体的な計画
を何ら提出しませんでしたし、この問題に対するデンマー
ク政府の態度について何ら質問をしませんでした。
　貴官の発言は、小職の側からのコメントを引き起こすも
のであるとは思いません。（訳：筆者）

ハンセン文書
手書き文字はデンマーク語で「Ｈ．Ｃ．ハンセンから米国大使バ
ル・ピーターソンへのメッセージ（非公式）」と書かれている。手
書きの日付は１９５７年１１月１６日であり、１０５．Ｄ．１ａは外務省公
文書番号を示している。また、ＫＡＲＴＯＴＥＫ（カード検索）が、
ｋｏｒｔ８（分類番号８）と、公文書番号が走り書きされている。

●Ｍ
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　１０月９日、広島、長崎、首都圏の３団体（「核兵器廃絶を求めるヒロシマの会（ＨＡＮＷＡ）」「核兵器廃絶ナガサキ市民
会議」「核兵器廃絶市民連絡会」）は、日本政府が国連総会第一委員会（軍縮）に提出を予定している核軍縮決議に
関する要請文を外務大臣宛てに提出した。要請の抜粋を以下に掲載する。６名が外務省を訪問し、森野泰成軍備管理
軍縮課長に要請書を手渡すとともに意見交換を行った。

２００７年１０月　９日　

核軍縮に関する要請
―国連総会第一委員会を前にして－

外務大臣　高村正彦様

　（前略）私たちは、被爆国日本こそが、核兵器廃絶に向けた国
際世論を形成する上でのリーダーシップをいかんなく発揮し、現
存するさまざまな国際的努力を活用しつつ、核兵器廃絶の緊急
性を強く主張していくことが必要であると考えます。
　一昨年来の核兵器廃絶決議（日本決議）が、一連の多国間協
議の失敗による危機感のなかで、核軍縮に向けた国際的な団結
を示すべく起草されたものであることは理解しています。しかし私
たちは、今年の日本決議が、被爆国としての道義的責任に基づ
き、実際的な説得力をもって国際世論を変えていくものになること
を期待します。ついては、次の３点を基本メッセージとして、案に
盛り込むことを要請します。

（１）被爆の実態に即して核兵器被害の実態を明らかにし、その
違法性を問うこと
　６２年前の広島・長崎における惨禍は言うまでもなく、今なお被
爆者の多くは放射線後障害などで苦しんでいます。近年、内部
被曝の実態なども明らかにされつつあり、核兵器が人類と共存で
きないことはいよいよ明白になっています。こうした中、被爆国の
政府として、核兵器被害の実態を改めて国際社会に明らかにす
るともに、核兵器の違法性をあらためて確認し、核兵器を容認す
るいかなる立場も厳しく批判するべきです。

（２）包括的プランを追求していくこと
　核軍縮の実質的な促進には、現在の日本政府が行っているス
テップ・バイ・ステップの段階的措置の積み重ねと同時に、全体
としてのゴールを具体的に示す包括的なプランの追求が必要と
なります。この点について、０６年に出された「大量破壊兵器委員
会」（ハンス・ブリクス委員長）報告は、「核兵器の非合法化など
ユートピア的発想であるという考え方を払拭する」ことが重要で
あるとし、「核兵器を保有するすべての国は、核兵器によらない安
全保障のための計画を開始すべきである。核兵器を保有するす
べての国は、核軍縮の定義、基準、透明性のための要件といった
実際的かつ段階的な共同措置をとりつつ、核兵器非合法化のた
めの準備を開始すべきである」と求めています。こうした歩みを進
めていくための国際世論形成に向けて、今こそ日本政府は、具
体的なタイムテーブルとともに、全面的な禁止を求める国際条約
の制定に向かう強い意志を決議に明記すべきです。
　核兵器の全面的禁止と合わせて、中東、東北アジアをはじめ
とする地域の非核化についても日本政府は決議のなかで明確な
姿勢を示すべきです。私たちは、核軍縮に積極的に取り組む土台
として、日本が米国の「核の傘」に依存する現在の政策から脱し、
東北アジアにおける協調的安全保障体制の構築へと向かうこと
を提案します。そのような構想の一つが「東北アジア非核兵器地
帯」の実現であり、私たちは、これを現実的かつ実行可能な取り
組みとして、日本政府に繰り返し要求します。

（３）ＮＰＴ体制及び過去の成果を確認しつつ、その実現を追求す
ること
　現在の核軍縮努力は、これまで国際社会が積み上げてきた成
果の上に成り立っているという原則を決議はあらためて明記す
べきです。とりわけ、核兵器国が保有核兵器の完全廃棄を達成
すると誓約した「明確な約束」を含む実際的措置の履行につい
て、決議は国際合意を再確認し、そのさらなる前進を要求すべき
であると考えます。
　より具体的には、以下の点における決議の強化を求めるととも
に、他国による同様の取り組みを支持するよう求めます。
①米印原子力協定について
　私たちは、現在米国とインドの間で進められている原子力協
力の動きがＮＰＴの原則を蝕むものであると考えます。この協定に
よってインドに核燃料が海外から供給され始めると、インドは、
余った国内ウランを核兵器製造用に回すことができるようになり
ます。また、協定を通じてインドに供給された核物質や技術、機器
などが最終的に軍事利用される可能性も、完全に拭い去ることは
できません。米国によるインドへのこうした選択的な特権付与に
よって、イランや北朝鮮、パキスタンなどが同種の権利を主張し
てくる可能性は否定できず、このようなドミノ現象が発生すればＮ
ＰＴ体制はたちまち崩壊することになります。決議において、日本
政府は米印協定反対の立場を明確にし、国際的な核不拡散体
制の堅持と強化に向けた強い意志を表明すべきです。
②ＣＴＢＴとＦＭＣＴについて
　日本政府がこれまで「核軍縮外交の柱」として掲げてきた包括
的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）早期発効に向けいっそうの努力を
行うこと、とりわけ発効に向けた最大の障害となっている米国に
対し、批准を強く促すことを求めます。そして（ＦＭＣＴ）交渉開始
については、具体的な政策をもって、その実行を推進していくこ
とを求めます。特にＦＭＣＴに関しては、これまでの国際合意であ
る検証可能な条約を堅持することを明確にすべきです。
③米ロの戦略兵器削減について
　日本政府は、昨年の日本決議でも、「（戦略攻撃力削減）条約
の規定する幅を超えた核兵器削減に着手するよう奨励する」と米
ロにいっそう核弾頭の削減を求めています。日本決議において
も、米ロの削減に関してこのような具体的な数値目標が盛り込ま
れるべきです。あわせて、米ロに対し、核兵器の警戒態勢解除を
促進するための取り組みを進めるよう求めます。これについて、他
国が決議において同様の要求を行った場合、それらを支持する
よう求めます。
④米国の信頼性代替弾頭（ＲＲＷ）計画について
　米国は、現在進めているＲＲＷ計画について、老朽化で２０４０年
までに寿命を迎える核弾頭の総入れ替えを行い、低コストで耐久
性が高く、「新たな脅威」に即応して増産可能な新型核を視野
に、核実験なしに「次世代の核」を研究開発できると説明してい
ます。これは、ＮＰＴ第６条や「明確な約束」に違反し、核の永久保
有へと繋がりかねないものです。日本政府は、このような計画に対
し、被爆国としての強い懸念を表明すべきです。
⑤消極的安全保証（ＮＳＡ）について
　イラン、北朝鮮の核問題と関連し、法的拘束力のある消極的安
全保証（ＮＳＡ）の供与について、日本政府は決議において明確
な態度を表明すべきです。（後略）

資料資料資料資料資料



9１９９６年４月２３日第三種郵便物認可 毎月２回１日、１５日発行 核兵器・核実験モニター 第２９０号 ２００７年１０月１５日

米
国
の
核
軍
縮
政
策
は
本
物
か

つちやま　ひでお
１９２５年、長崎市生まれ。長崎で入市被爆。病理学、８８年～９２年長崎大学
長。過去３回開かれた核兵器廃絶地球市民集会ナガサキの実行委員長。

（題字も）

特特特特特別別別別別連連連連連載載載載載エエエエエッッッッッセセセセセーーーーー●●●●●２２２２２３３３３３

　先頃、米国務省核不拡散特別代表クリスト
ファー・フォード氏の話を聞く機会があった。そ
の中で２つの点に興味をそそられた。
　１点目は核軍縮に関する米政府の微妙な態
度の変化を示唆する発言であった。０５年のＮＰ
Ｔ再検討会議を始め、これまで多くの国際会議
における米国の主張は、もっぱら核不拡散を重
視して核軍縮の義務をないがしろにする姿勢
で一貫していた。９５年のＮＰＴ再検討会議で
は、ＮＰＴの無期限延長と引き替えに約束された
「核不拡散と核軍縮の原則と目標」、また２０００
年の同会議における「核保有国の核廃絶への
明確な約束」などについても、まるでそうしたこ
とは忘れ去ったかのような論説ばかりが目立っ
た。
　それがどうであろう。今回のフォード氏の話
では「米国は核軍縮のために、核以外の手段に
よる戦略的抑止が１つの重要な方法と考えて
いる。過去のように核兵器に過剰に依存するの
ではなく、現在は核と非核の攻撃システムや防
衛手段などを柱に据えている。これによって地
上配備のミサイル、爆撃機、ミサイル搭載潜水
艦における核依存を低下できている。モスクワ
条約に沿って米国は備蓄の核弾頭総数も減ら
しつつあり、時間はかかるが、核兵器を全廃す
る方向に貢献している」旨を力説した。被爆地
を意識してのサービス的意図を割り引く必要が
あるものの、核以外の手段、殊に湾岸戦争以後
のハイテク兵器による戦略を重視し始めている
のは事実であろう。
　そうした背景として考えられるのは、米国内
の世論の変化、それに基づく中間選挙におけ
る民主党の躍進と、結果としての議会内の核兵
器に対する厳しい視線への転換などが指摘で
きよう。例えば０３年には「ならず者国家」の地下
司令部にある大量破壊兵器の貯蔵施設を壊
滅するために、「地中貫通型核（ＲＮＥＰ）」の開
発が声高に叫ばれていた。ところがこのＲＮＥＰ

に対して、専門家からなる特別委員会が下した
結論は開発するべきではない、というものだっ
た。人口密集地で使用された場合、死傷者数
が１００万人以上となる恐れのあることが主たる
理由であった。これによって軍部が反対し、議
会も関連予算の計上を否決して当計画は日の
目を見ることはなくなってしまった。
　また０５年に打ち出された「信頼性のある代
替核弾頭（ＲＲＷ）」計画は、核超大国であり続
けるための切り札とみなされた。しかし今年の６
月、来年度の核関連予算に対して議会下院歳
出小委員会は、ＲＲＷ研究費の全額削除を決
定して「待った」をかけた。ＲＲＷ計画の推進理
由に挙げられていた核の中枢部分「プルトニウ
ムピット」の寿命が、専門家集団の分析によって
予想を上回る１００年以上もあることが明らかに
なったのが大きかったらしい。もちろん立案者
たちは今後の巻き返しを図るに違いないが、そ
の成否は定かではないようだ。共同通信社の
太田昌克記者のインタビューに答えて、今年初
めまで核安全保障局（ＮＮＳＡ）局長だったリン
トン・ブルックス氏は次のように統括している。
「小型核やＲＮＥＰに対して軍中枢の積極的関
与がなかったことに加え、ブッシュ政権の好戦
的イメージが反対世論を高め、これら使える核
の計画が挫折した“敗因”である」
　フォード米国務省核不拡散特別代表の話の
２点目として注目されたのは、依然として包括
的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）への否定的見解
を述べたことである。理由は従来の共和党政
権と同じく、核実験に関する検証システムには
不備があるため賛成できないというものだっ
た。だがＣＴＢＴの国際監視制度（地震学的、放
射性核種、水中音波、微気圧振動監視）は、あ
のごく小規模と伝えられた北朝鮮の核実験さえ
立派にキャッチしていたではないか。そこには
あくまで核実験の余地を残しておきたい、とす
る米国の下心が透けて見えるとしか思えない。
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次の人たちがこの号の発行に
参加･協力しました。

田巻一彦（ピースデポ）、中村桂子（ピースデポ）、氷熊克哉
（ピースデポ）、湯浅一郎（ピースデポ）、大滝正明、津留佐和
子、中村和子、林公則、福井拓也、梅林宏道

宛名ラベルメッセージについて
●会員番号（６桁）：会員の方に付いています。●「（定）」：会
員以外の定期購読者の方。●「今号で誌代切れ、継続願いま
す。」「誌代切れ、継続願います。」：入会または定期購読の更
新をお願いします。●メッセージなし：贈呈いたしますが、入
会を歓迎します。

書：秦莞二郎

ピースデポ電子メールアドレス事務局＜office@peacedepot.org＞梅林宏道＜CXJ15621@nifty.ne.jp＞田巻一彦＜QZT04441@nifty.com＞
中村桂子＜nakamura@peacedepot.org＞氷熊克哉＜higuma@peacedepot.org>

ピースデポの会員になって下さい。
会費には、『モニター』の購読料が含まれています。会員には、会の情報を伝える『会報』が郵送されるほか、書籍購入、情報等の
利用の際に優遇されます。『モニター』は、紙版（郵送）か電子版（メール配信）のどちらかを選択できます。料金体系は変わりませ
ん。詳しくは、ウェブサイトの入会案内のページをご覧ください。（会員種別、会費等については、お気軽にお問い合わせ下さい。）

日  誌
２００７．９．２１～１０．５
作成：氷熊克哉、林公則

ＭＤＡ＝ミサイル防衛庁／ＮＡＴＯ＝北大西
洋条約機構

もある。テロ組織に関連した移動が、アフガンとイラクを結ん
でいるという理屈があるとすれば、そもそも海上におけるＯＥ
ＦとＯＩＦ自体が、継ぎ目のない作戦になっていると思われる。
これらの艦船に燃料を補給すれば、それが、ＯＥＦだけに使わ
れるとはむしろ考えにくいではないだろうか。
　イランをめぐって、０３年のイラク戦争のような状況が生まれ
たとき、米軍の行動は、さらに複雑な構造を持つものになろう。
それは同時に自衛隊の給油活動も、イラク戦争当時と同様
の流用問題に直面することになる。政府の「給油新法」は、こ
のような流用が「構造的に起こりえない」仕組みとチェック機
能を備えたものとなるのか、極めて疑問である。
　２００７年１月７日、米軍はＣＴＦ１５０をソマリア沖に展開させ
「対テロ戦争」の一環としてソマリア南部を空爆し、多数の民
間人が犠牲になったが、この作戦に自衛隊は燃料補給をし
ていないのかという疑惑も拭えない。また、補給艦の護衛を
目的に派遣された自衛隊の護衛艦は、船舶検査など「対テ
ロ特措法」の範囲外の活動をしていないのか。自衛隊はジェ
ベル・アリ（ドバイ）などペルシャ湾内で燃料を調達する可能

●９月２１日付　ＮＡＴＯ、旧ユーゴ空爆で使用した
クラスター爆弾の投下場所情報をセルビア政府
に提供すると１９日に決定。
●９月２４日　米ヒル国務次官補、５万トンの重油
支援を北朝鮮に提供することを表明。
●９月２５日　イランのアフマディネジャド大統領、
国連総会で演説。自国の核問題について解決済
みという理解を示す。
●９月２６日　福田康夫自民党総裁、第９１代内閣
総理大臣に就任。
●９月２６日　ミャンマー政府、ヤンゴンの反政府
デモにたいして武力による鎮圧を開始。
●９月２７日　北京の釣魚台迎賓館で第６回６か国
協議第２セッションが開催。会期を１日延長した３０
日に休会。
●９月２８日　米ミサイル防衛庁（ＭＤＡ）、地上配
備型のミサイル防衛システムによる長距離弾道ミ
サイルの迎撃実験に成功。
●９月２８日　厚生労働省の検討会、原爆訴訟の
認定基準を見直すため初会合。被団協幹部と認
定訴訟中の被爆者が意見陳述。

●９月２８日　国連常任理事国５か国と独の外相、
ニューヨークでイランの核問題にかんする会合。
追加制裁の延期を確認。
●１０月２日付　イスラエル軍、９月２日のシリア空
爆を認める。　
●１０月３日　金正日総書記と盧武鉉大統領、平
壌の百花園迎賓館で南北首脳会談。４日に双方
が共同宣言に署名し閉幕。
●１０月３日　セルビア、ベオグラードで「クラス
ター爆弾被害国会議」が開催。４日まで。
●１０月４日　国連総会第一委員会（軍縮）が開
幕。１１月２日まで。
●１０月５日　インド、核兵器搭載可能な短距離地
対地ミサイル「アグニ１」発射実験に成功と発表。

沖縄
●９月２１日　嘉手納基地所属のＦ１５戦闘機の未
明離陸強行への抗議に対し、米司令官が「１０年
後も続く」と回答。
●９月２３日　ニュージーランド海軍艦艇がホワイ
トビーチに入港。
●９月２６日付　普天間飛行場移設をめぐり、陸上
での航空機飛行が避けられないのを知りながら
防衛庁（当時）が隠していたことが判明。
●９月２６日　石破茂防衛相が就任会見で普天間
飛行場代替施設の沖合修正の可能性を否定。
●９月２６日　沖縄近海の射爆場が米軍の実弾訓
練場として頻繁に使用されている実態が米海兵
の機関紙で明らかに。
●９月２７日　普天間飛行場代替施設建設に伴う
環境影響評価の方法書に対する住民意見の受
付の締め切り。

●９月２８日　クラスター爆弾等の実弾訓練が実
施されている問題で、嘉手納町議会が訓練中止
を求める抗議決議。
●９月２９日　高校歴史教科書検定で沖縄戦にお
ける「集団自決」の日本軍強制の記述削除・修正
問題で約１２万人が検定撤回要求。

今号の略語
ＡＣＭ＝新型巡航ミサイル
ＣＴＢＴ＝包括的核実験禁止条約
ＣＴＦ＝合同任務部隊
ＤＵＰＩ＝デンマーク国際問題研究所
ＦＡＳ＝米科学者連盟
ＦＭＣＴ＝兵器用核分裂性物質生産禁
止条約、またはカットオフ条約
ＭＥＵ＝海兵隊遠征部隊
ＭＩＯ＝海上阻止作戦
ＮＡＴＯ＝北大西洋条約機構
ＮＮＳＡ＝国家核安全保障管理局
ＮＰＴ＝核不拡散条約
ＮＳＡ＝消極的安全保証
ＯＥＦ＝不朽の自由作戦
ＯＩＦ＝イラクの自由作戦
ＯＳＷ＝南方監視作戦
ＲＮＥＰ＝強力地中貫通型核兵器
ＲＲＷ＝信頼性代替弾頭

⇒３ページから・海自とＣＴＦ
性があるが、その場合、ＣＴＦ１５０と異なる海域において燃料
補給をしている可能性もあるのではないか・・・など疑問は尽
きない。
　日本政府はこのような疑惑に情報公開で応えねばならな
い、この６年間の自衛隊艦船の航泊日誌を全面公開するべ
きである。（湯浅一郎、田巻一彦、梅林宏道）　

注
１　「防衛白書」(平成１９年版)
２　ＭＩＯ＝Maritime Interdiction Operationｎ の略。「防衛白
書」では、海上阻止「活動」としているが、軍事作戦であるのでこ
こでは、「海上阻止作戦」と訳す。
３　外務省「テロ特措法に基づく日本の努力」（２００５年１０月）。
４　ダウ船とは、イスラム圏の伝統的な木造帆船で、釘を一切使わ
ず紐やタールで組み立てることが特徴。
５　「産経新聞」、２００７年９月１２日。
６　www.cusnc.navy.mil/command/ctf150.html　
７　w w w . r o y a l n a v y . m o d . u k / s e r v e r / s h o w /
nav.00h00400100500700e002
８　「朝日新聞」、０７年９月２３日。　　　　
９　www.news.navy.mil/search/display.asp?story_id=29262
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